
１　　貸　　借　　対　　照　　表

＜特例業務勘定＞ （単位：円）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債

現金及び預金 40,431,933 未払金 31,060

前払金 2,860

未収収益 681,098

流動資産合計 41,115,891

流動負債合計 31,060

負債合計 31,060

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

工具器具備品　 582,750 Ⅰ　資本金

減価償却累計額 △ 582,749 1 政府出資金 6,566,013,470

有形固定資産合計 1 資本金合計 6,566,013,470

　２　投資その他の資産 Ⅱ　資本剰余金

投資有価証券 281,274,266 民間出えん金 276,919,732

長期性預金 0 資本剰余金合計 276,919,732

投資その他の資産合計 281,274,266

Ⅲ　繰越欠損金

固定資産合計 281,274,267 当期未処理損失 △ 6,520,574,104

(うち当期総利益） (666,178)

繰越欠損金合計 △ 6,520,574,104

純資産合計 322,359,098

資産合計 322,390,158 負債純資産合計 322,390,158

（平成３１年３月３１日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部



 ２　　損   益   計   算   書

＜特例業務勘定＞ （単位：円）

経常費用

研究業務費

研究開発振興費 1,343,489 1,343,489

経常費用合計 1,343,489

経常収益

財務収益

受取利息 7,446

有価証券利息 2,422,824 2,430,270

経常収益合計 2,430,270

経常利益 1,086,781

臨時損失

固定資産除却損 420,603

臨時損失合計 420,603

当期純利益 666,178

当期総利益 666,178

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）



 ３　　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー　計　算　書 

（単位：円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

研究開発振興業務支出 △ 1,254,155
その他の業務支出 △ 2,860

小計 △ 1,257,015

利息の受取額 3,842,243

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,585,228

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 25,003,680
定期預金の払戻による収入 25,811,232

投資活動によるキャッシュ・フロー 807,552

Ⅲ資金増加額 3,392,780

Ⅳ資金期首残高 37,039,153

Ⅴ資金期末残高 40,431,933

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

＜特例業務勘定＞



（特例業務勘定）　　　　　　　　

Ⅰ　当期未処理損失

　　　　当期総利益

　　　　前期繰越欠損金

Ⅱ　次期繰越欠損金

666,178

△ 6,521,240,282

△ 6,520,574,104

４　損失の処理に関する書類　

（単位：円）

項　　　　　　目 金　　　　　　　額

△ 6,520,574,104



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

　 研究業務費 1,343,489

　 臨時損失 420,603 1,764,092

（２） （控除） 自己収入等

財務収益 △ 2,430,270 △ 2,430,270

業務費用合計 △ 666,178

Ⅱ　機会費用

0

Ⅲ　行政サービス実施コスト △ 666,178

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

＜特例業務勘定＞

政府出資等の機会費用

５　  行　  政 　 サ 　 ー 　 ビ 　 ス　  実 　 施　  コ 　 ス  　ト　  計    算 　 書



 
 
                                     

特 例 業 務 勘 定  

６  注  記  

  

Ⅰ．重要な会計方針  

 

 １．  減価償却の会計処理方法  

有形固定資産  

 定額法を採用しております。  

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。  

工具器具備品    １３年  

 

２．  有価証券の評価基準及び評価方法  

満期保有目的債券  

償却原価法 (定額法 )によっております。  

 

３ .  行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法  

 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率  

平成 31年４月５日付け事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等  

の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、  

財務省主計局法規課公会計室）に基づき、 0％で計算しております。  

 

 ４．  消費税等の会計処理  

税込方式によっております。  

 

５．  追加情報  

固定資産の計上と減価償却費の定義の変更について  

従来固定資産計上基準とする取得価額を、 10 万円以上としていまし  

たが、内閣府科学技術施策「戦略的イノベーション創造プログラム  

 （ SIP：エスアイピー）」の管理法人を受託したことに伴い固定資産計  

上基準を見直した結果、当年度より 50 万円以上に変更しています。  

    これにより、当事業年度の経常利益及び当期純利益が 130,781 円減少  

しております。  

また、従来有形固定資産の残存価額を取得価額の 10％としていまし  

たが、 SIP 事業管理法人の受託に伴い固定資産の残存価額を実態に即し  

て見直した結果、当年度より残存価額を備忘価額 1 円に変更しています。  

これにより、従来の方法に比して減価償却費が 58,274 円増加し、経  

常利益及び当期純利益が減少しております。  

 

 

 



 
 
                                     

  

Ⅱ．損益計算書関係  

 

研 究 開 発 振 興 費 は 、 医 薬 品 ・ 医 療 機 器 の 実 用 化 段 階 の 研 究 を  

ベ ン チ ャ ー 企 業 等 に 研 究 委 託 す る 費 用 で あ り ま す 。 ま た そ の 成  

果 に よ り 得 た 収 益 に つ い て は 一 部 が 納 付 さ れ る こ と に な っ て い  

ま す 。  

 

Ⅲ．キャッシュ・フロー計算書関係   

 

  資 金 の 期 末 残 高 の 貸 借 対 照 表 科 目 別 の 内 訳  

現 金 及 び 預 金        4 0 , 4 3 1 , 9 3 3 円  

 

Ⅳ．金融商品関係   

 

１．  金融商品の状況に関する事項  

資金運用にあたっては、独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づ  

 き、預金、国債、地方債、政府保証債等に限定して保有しております。  

また、未収債権等の管理については、会計規程に基づき財政上最も当研  

究所の利益に適合するよう管理しています。  

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、  

  次のとおりであります。  

 

（単位：円）  

 

 

貸借対照表  

計 上 額  

時価  

 

差額  

 

(1)現金及び預金  

(2)投資有価証券  

  満期保有目的の債券  

(3)未払金  

4 0 , 4 3 1 , 9 3 3  

 

2 8 1 , 2 7 4 , 2 6 6  

( 3 1 , 0 6 0 )  

  

4 0 , 4 3 1 , 9 3 3  

 

3 0 5 , 8 8 8 , 9 5 0  

( 3 1 , 0 6 0 )  

0 

 

24,614,684 

0 

  

 （注）負債に計上されているものは、（  ）で示しております。  

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項  

(1)現金及び預金 (3)未払金  

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと  

 から、当該帳簿価額によっております。  



 
 
                                     

 

(2)投資有価証券  

   投資有価証券の時価については、取引金融機関から提示された価格によ  

っております。  

 

Ⅴ．重要な債務負担行為   

 

  該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  

 

Ⅵ．重要な後発事象   

 

   該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  


